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は　じ　め　に

国は、平成18年７月31日に「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」（以下「基本指針」という。）を公表しました。

平成16年４月に改正食糧法が施行され、米政策改革は平成18年度から３年目に入っています。米の需給調整については、平成18年２月から７月までの間、「新たな需給調整システムへの移行の検証に関する検討会」（以下「検証検討会」という。）が開催され、新たな需給調整システムへの移行に向けた条件整備等の状況について検証が行われ、併せて、検証の経過を「食料・農業・農村政策審議会総合食料分科会食糧部会」（以下「食糧部会」という。）に報告するとともに、「食糧部会」においても検証の議論が行われました。

その結果、７月31日に開催された「検証検討会」及び「食糧部会」において、「平成19年産から、生産調整の生産目標数量の配分は、国による需要見通し等の需給情報にもとづき、農業者・農業者団体が主体となって需給調整を実施する『新たな需給調整システム』に移行する」との判断がなされ、今後、新たな需給調整システム下での需給調整の本格実施に備えることとなります。

今回の基本指針では、米の消費・生産・需給に関する動向分析に加え、新たな需給調整システムへの移行に関する検証結果、米政策改革推進対策の内容について示しています。

当機構は本年４月に続き、今回公表された基本指針の要約版を作成しましたので、参考にしていただければ幸甚です。

なお、基本指針の全文は、農林水産省ホームページでもご覧いただけます。

（http：//www.maff.go.jp/www/press/2006/20060801press_10.html）

	＜基本指針で使用する「米」の表記について＞

・民間流通米：政府米を除いた流通しているすべての米

・旧自主流通米：平成16年３月末まで、「自主流通米」として流通した米

同年４月以降は、それまで自主流通法人であった全国農業協同組合連合会、全国主食集荷協同組合連合会が、同年３月末までに集荷した「自主流通米」のうち、同年４月以降に販売したもの

・旧計画流通米：上記の「旧自主流通米」に政府米を加えたもの

・旧計画外流通米：平成16年３月末までは、「計画外流通米」として流通した米

平成16年４月以降は、流通しているすべての米のうち、「旧計画流通米」を除いたもの
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第１　動向編

Ⅰ　米の消費に関する動向
１　米の消費量の動向
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（単位：％）

　
（１）全国の消費量
　米の消費量は長期的には一貫して減少傾向にあります。平成17年度の米の１人１ヵ月当たりの消費量については、６月以降、対前年同月比で減少しました。年度を通しての対前年減少率は全世帯で0.7％となり、15年度及び16年度と比べると減少幅が若干縮小しました（図表１）。
図表１　米の１人１ヵ月当たり消費量　　　　　　　　（単位：精米グラム・％）
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資料：農林水産省「米の消費動向等調査」
（２）都道府県別の消費量
都道府県別の１人１ヶ月当たり消費量を全国平均消費量を100とする指標に置き換えてみると、大消費地である東京、神奈川、大阪において、すべての年で全国平均を５ポイント以上下回っています（図表２）。
図表２　都道府県別１人１ヵ月当たり消費量（指数）
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２　米消費をめぐる動き
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（１）米の購入動向
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　農林水産省が平成18年３月に実施した「平成17年度食料品消費モニター第３回定期調査結果」によれば、米の購入価格に関する消費者の選択の割合は、3,000～3,500円/10kgが22％、3,500～4,000円/10kgが21％、2,500～3,000円/10kgが20％となっており、これまでと同様、消費者が多様な価格帯の米を選択して購入していることがうかがえます。
12年～17年度調査についてみると、15年産米の不作の影響が考えられる15年度調査及び16年度調査を除けば、経年的に4,000円/10kg未満の価格帯で米を購入している消費者が増加傾向にあります（図表３）。
購入（入手）した米についてみると、「単一銘柄米（産地・品種・年産が単一のもの）」が71％と最も多く、「単一銘柄米で有機栽培米、特別栽培米又は無洗米等の付加価値のついた米」が17％、「ブレンド米」が11％となっています（図表４）。
消費者の購入志向は、依然として単一銘柄米が強いものの、近年、付加価値のついた米やブレンド米を選択する消費者も増え、ニーズが多様化している様子がうかがえます。
図表３　最近購入した米の値段
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図表４　購入（入手）した米の種類
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（２）ブレンド米に対する意識
　近年、購入の比率が増加しているブレンド米について、その選択理由として、「食味の割に価格が安いから」が83％を占めています（図表５）。
また、ブレンド米の価格と購入意欲について、17年度と16年度の調査結果を比較すると、購入しないとの回答が34％から27％に減少し、購入価格も、「3,500円/10kg円未満であれば購入する」との回答が、47％から53％に増加し、過半数を占めるようになっています。このことは、ブレンド米に対する意識変化の現れであるということがうかがえます（図表６）。
図表５　ブレンド米を購入する理由
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資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」（平成18年３月調査未定稿）

図表６　ブレンド米の価格と購入意欲
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図Ⅲ－２ 米流通の現状（うるち米）（速報値：５月末現在）
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図Ⅲ－２ 米流通の現状（うるち米）（速報値：５月末現在）
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資料：全国出荷団体調べ、農林水産省「米麦の出荷又は販売の事業を行う者等の流通状況調査」「生産者の米穀現在高等調査」等を基に作成

注：１）⑮、⑯、⑰はそれぞれ平成１５、１６、１７年産の値で、単位は万トンである。

２）出荷数量は「米麦の出荷又は販売の事業を行う者等の流通状況調査」「生産者の米穀現在高等調査」を基に推計した値である。

３）販売委託数量の１５年産は旧計画流通米である。１６、１７年産は全国出荷団体に販売委託された値である。なお、うち主食用には政府売渡分（予定）を含まない。

４）１７年産の上場数量は前回からの繰越数量を除いた数量である。相対取引数量は全国出荷団体への販売委託数量（うち主食用）から落札数量又は上場予定数量を差し引いた値である。

５）単位農協等独自販売数量の

15

年産は、「生産者の米穀現在高等調査」による生産者が単位農協等に旧計画外流通米として出荷した数量を基に推計。

６）単位農協等独自販売数量の
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年産以降は、「生産者の米穀現在高等調査」、「米麦の出荷又は販売の事業を行う者等の流通状況調査」による出荷、集荷数量の値から、全国出荷団体への販売委託

数量、過剰米区分出荷数量を除いた値である。

７）生産者の直接販売数量、農家消費、無償譲渡数量は「生産者の米穀現在高等調査」を基に推計した値である。

８）

17

年産の豊作による区分出荷見込数量は区分保管された後、
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年
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資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」（平成18年３月調査未定稿）
（３）付加価値のついた米に対する意識
一方、購入比率が増加傾向にある付加価値のついた米については、過半数の消費者が何らかの付加価値のついた米を食べた経験があると回答しています(図表７)。
付加価値のついた米の中でも、「無洗米」及び「有機栽培米」が各年代とも最も多く、70歳代以上の層では、「有機栽培米」が他の年代に比べ特に高くなっているという特徴があります（図表８）。
また、付加価値のついた米を食べる理由としては、「健康を維持するために効果がありそうだから」、「栽培方法、品質等で安心感があるから」との回答がそれぞれ約半数あり、後者については、年代が高くなるほど割合が高くなる傾向にあります（図表９）。
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１　銘柄を指定する政府買入れ
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図表７　付加価値のついた米を家庭で食べているか
資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」（平成18年３月調査未定稿）
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図表８　食べている付加価値のついた米の種類
資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」 （平成18年３月調査未定稿）
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図表９　付加価値のついた米を食べる理由
資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」 （平成18年３月調査未定稿）
資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」 （平成18年３月調査未定稿）

Ⅱ　米の生産に関する動向
１　水稲の作付に関する動向
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近年における水稲うるち米の作付状況は、昭和60年以降一貫して、コシヒカリをはじめとする知名度の高い特定品種への作付が集中する傾向にありました（図表10、図表11）が、平成18年産では、その傾向が若干緩和する見込みとなっています。
  コシヒカリのシェアは前年（38.0％）から0.6ポイント低下して37.4％となる見込みであり、上位20品種全体の作付シェアでみると、前年（90.4％）から0.7ポイント低下して89.7％となる見込みとなっています。
　これは、依然として特定品種への作付の集中傾向がある一方、18年産米の生産目標数量が前年より減少し、全体として生産が抑制基調にある中、特定品種以外の品種の作付が強化されている傾向を反映していると考えられます。
　例えばコシヒカリの場合、全国44都府県で作付されていますが、そのうち約７割の32産地で作付の減少が見込まれており、新潟県では作業効率等の面からコシヒカリへの作付集中を緩和し、コシヒカリよりも作期の早い「こしいぶき」の作付増が図られていること、同じく富山県ではコシヒカリから、「てんたかく」へというように、他の品種が作付を伸ばしている事例が見受けられます。
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図表10　水稲うるち米の上位10品種及び20品種における作付シェアの推移
資料：農林水産省「米穀の品種別作付状況」「米穀の作付見込調査」
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図表11　主要品種の作付シェアの推移
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Ⅲ　米の需給に関する動向
１　米の出荷・販売の動向
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込み量、官民の在庫の状況等を踏ま

え算定

・翌年産米の政府買入数量 同左

適切な備蓄の運営を図る観点から算
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需要実績の採り方６中４、需要見通し
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作による過剰米及び過剰作付に伴う
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翌年産米の都道府県別需要見通しか

ら削減（後述参照）

・（必要に応じ）翌年産米の都道府県

別の需要見通しから削減する過剰米
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う需要見通しを上回る生産分）の数量

18年産米の生産目標数量算定の手法

と同様の方法


（１）米の出荷の動向
　平成17年産米の生産者から単位農協等へのうるち米の出荷（販売委託・売渡・過剰米区分出荷）数量を「生産者の米穀現在高等調査」でみると、535万トン（５月末現在）と、前年（５月末現在で512万トン）を上回る水準となっています（図表12）。
　このうち、単位農協等から全国出荷団体（全農・全集連）への販売委託数量についても、17年産は417万トン（５月末現在）となっており、16年産米（５月末現在で399万トン）を上回る水準となっています。
　また、単位農協等が独自販売すると見込まれる数量については、前年と同水準（５月末現在で48～111万トン）で推移しています。
　他方、生産者から単位農協等以外への売渡数量（直接販売）については128万トン（５月末現在）となっており、16年産米（５月末現在で133万トン）と比較して若干減少しています。
図表12  米の出荷（販売委託・売渡）の動向
        　            　　         　   　　　　　　 （単位：万トン）
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資料：全国出荷団体調べ、農林水産省「生産者の米穀現在高等調査」、「米麦の出荷又は販売の事業を行う者等の流通状況調査」等を基に作成
（２）米の販売の動向
全国出荷団体（全農・全集連）に販売委託された平成17年産米417万トンのうち、政府への販売数量や酒米等の加工用の数量を除く民間流通米（主食用うるち米）については、販売計画318万トンに対し、18年６月末までの既契約数量は302万トン（速報値）、未契約数量は16万トン、７月以降の要販売数量は78万トンとなっています（図表13）。
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図表13　全国出荷団体（全農・全集連）に販売委託された米（主食用うるち）の契約状況（６月末）
資料：全国出荷団体調べ
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図表14　米流通の現状（うるち米）（速報値：５月末現在）
[image: image29.emf]12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 都道府県名 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

消費量 5,147 5,062 5,007 4,961 4,913 4,877 三 重 109 110 109 108 105 106 5,186

指  数 100 100 100 100 100 100 滋 賀 108 109 104 106 105 106 5,148

96 96 96 95 97 96 4,684 京 都 100 99 98 98 101 99 4,846

102 105 108 108 101 102 4,954 大 阪 90 93 95 94 94 98 4,756

114 112 114 110 112 109 5,297 兵 庫 100 99 99 100 97 98 4,799

115 107 107 106 105 104 5,058 奈 良 98 100 97 98 99 93 4,549

103 104 103 108 106 110 5,388 和 歌 山 103 101 100 102 97 101 4,910

103 105 102 96 96 98 4,795 鳥 取 99 101 101 98 105 107 5,221

110 111 112 106 103 103 5,037 島 根 110 107 110 113 106 105 5,123

106 105 109 115 114 110 5,370 岡 山 105 107 107 108 108 104 5,074

110 107 103 107 105 103 5,001 広 島 104 102 100 100 100 97 4,720

101 105 108 110 108 105 5,125 山 口 99 101 103 102 100 96 4,691

94 97 98 96 97 100 4,883 徳 島 109 107 108 110 108 112 5,473

101 99 102 105 102 102 4,967 香 川 96 98 98 98 97 96 4,667

92 90 90 90 93 92 4,503 愛 媛 104 104 101 106 100 103 5,005

93 94 93 91 95 95 4,644 高 知 109 112 110 111 111 106 5,165

105 102 98 97 101 103 5,034 福 岡 102 101 102 101 99 99 4,845

110 105 105 106 103 99 4,824 佐 賀 106 105 106 108 109 106 5,160

102 103 105 104 103 107 5,206 長 崎 102 100 97 99 102 104 5,061

107 103 101 102 101 103 5,037 熊 本 115 114 111 111 114 111 5,416

102 103 100 100 100 97 4,730 大 分 114 113 112 109 109 107 5,198

104 105 107 102 103 105 5,119 宮 崎 108 108 108 107 106 106 5,160

104 101 101 101 100 99 4,822 鹿 児 島 103 111 112 107 105 99 4,837

100 100 97 100 100 102 4,980 沖 縄 88 92 93 91 96 94 4,569

99 101 100 101 99 100 4,891

都道府県名 17年度

全国

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

新 潟

富 山

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

岐 阜

静 岡

愛 知

17年度

石 川

福 井

山 梨

長 野

東 京

神 奈 川


２　政府米の買入れ・販売の状況
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（１）買入れの状況
17年11月の基本指針において、17年産米の政府買入予定数量については、政府備蓄水準と年産構成の適正化の観点から40万トンとしました。
具体的な買入れに当たっては、回転備蓄の適正かつ円滑な運営を図る観点から、17年７月から18年６月までの１年間の政府米の販売数量が計画数量（10万トン）を下回ることが見込まれた場合、当該下回る数量を買入数量から減ずるという考え方に基づき、18年６月末までの間に適時入札を実施してきました。
その結果、17年産米の総買入数量は、販売数量が計画を上回ったことから、４回の入札で40万トンの提示を行い、39.5万トンが成約しました（図表15）。
図表15　 17年産米の銘柄別政府買入数量
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（２）販売の状況
政府米の販売については、一般競争契約（入札）による販売方式を基本として、落札残があった場合には随意契約による販売を実施しています（図表16、図表17）。
　本年１月から15年産米、２月から16年産米の販売を開始しているところですが、 最近では、業務用として使用される低価格帯銘柄の不足を背景に、販売可能な９～11年産の全量が６月までに落札され販売が終了するとともに、15・16年産の落札数量も増えています。
その結果、17年７月から18年６月までの１年間の販売数量は、12万トンとなっています。
図表16  政府米の月別販売の状況（速報値）
（単位：千トン）
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資料：農林水産省調べ　
図表17　政府国内産米穀の落札価格の推移
資料：農林水産省調べ
注 ：消費税相当額を含まない60kg当たり包装込みの加重平均落札価格である。
３　在庫の状況

（１）政府及び民間流通における在庫の状況
主食用米の18年６月末の在庫量は、政府備蓄米が77万トン、民間流通における販売段階が31万トン、出荷段階が94万トン、生産段階が58万トンで、合計では前年水準とほぼ同水準の260万トンとなっています（図表18）。
図表18　政府及び民間流通における６月末在庫の推移（速報値）
資料：農林水産省調べ
（２）流通在庫の状況
　旧登録卸売業者の在庫量は、16年産米の品薄感が出てきた昨年６月にかけて、特に特定銘柄の品揃え、在庫の確保のため増加したところですが、７月以降、順次、販売が進み、本年６月末は22.6万トンとなっており、年間を通して、在庫水準に大きな変化は見られません（図表19）。
図表19　旧登録卸売業者の月末在庫量の推移（速報値）

４　価格の動向

（１）コメ価格センターの入札価格の動向
17年産米のコメ価格センターにおける入札価格は、前年を下回る水準で推移しています（図表20）。
　また、主要銘柄が出揃った第５回入札（17年10月下期）以降、申込倍率は0.6倍から1.2倍、落札率は32％から59％の範囲で推移しており、いずれも前年を下回る水準となっています。　
　このような中で、第12回入札（本年５月）以降は、一転して価格が全体的にも上昇傾向となり、直近の第14回入札（本年７月）では、全銘柄平均で前回を600円/60kg上回る15,614円/60kgとなりました。また、申込倍率0.8倍、落札率46％となっています。　
　これは、時期別にみて、センターでの取引を含め、全国出荷団体を経由した販売が主体となってきている中で、卸売業者が端境期に向け、センターでの取引を通じて必要な銘柄を確保しようとしていること等から、センターでの応札意欲が回復してきたものと考えられます。
図表20　民間流通米の入札価格、申込数量倍率の推移（全産地品種銘柄平均）
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（２）卸売・小売価格の動向
　17年産の卸売価格は、18年１月までは産地品種銘柄ごとのバラツキはみられるものの、大きな変動はみられませんでした。18年２月以降は、新潟コシヒカリ魚沼、北海道きらら397のセンター価格の上昇が卸売価格に反映されています（図表21）。
図表21　米の卸売価格の推移（16・17年産）

　17年産の小売価格についても、18年２月までは産地品種銘柄ごとのバラツキはみられるものの、大きな変動はありませんでした。18年３月以降は、新潟コシヒカリ魚沼は上昇している反面、一部に下落する傾向を示す銘柄も出ています（図表22）。
図表22　米の小売価格の推移（16・17年産）
５　センターの取引ルールの見直し


コメ価格センターにおいて、去る３月23日に「コメ価格センターの取引のあり方等に関する検討会」により取りまとめられた「コメ価格センター取引ルールの見直しの方向」を踏まえ、
①　現在、月１回の入札の頻度を大幅に増加し、端境期を含めて毎週水曜日に入札を実施すること
②　スポット的に上場される取引や売り手・買い手が多様な取引条件を提示して行う取引など、売り手・買い手のニーズを踏まえた新たな取引を開設すること
等を内容とする新たなルールが決定され、18年産米の取引から適用することとされました。
　今回の取引ルールの見直しは、売り手・買い手のニーズを踏まえ、センターの「取引の場」としての機能を一層明確化するものであり、新たな参加者を含む売り手・買い手が主体的にセンターで活発な取引をし、それを通じて実勢に即した適正な価格が形成され、売れる米づくりのための的確な市場シグナルが発信されるようにすることが必要です。
図表23

Ⅳ　米政策改革の推進について
１　新たな需給調整システムへの移行に関する検証結果と新システムへの移行について
米政策改革については、平成14年12月に決定した米政策改革大綱に定められた道筋に沿って着実に取組を進めているところです。このような中で、17年10月27日に決定した経営所得安定対策等大綱において、品目横断的経営安定対策の導入に併せ、19年産から、農業者･農業者団体の主体的な需給調整システムへの移行を目指すこととされ、これを受け、18年２月から７月までの間、「新たな需給調整システムへの移行の検証に関する検討会」を開催し、新たな需給調整システムへの移行に向けた条件整備等の状況について検証を行いました。併せて、検証の経過を食料・農業・農村政策審議会総合食料局分科会食糧部会（以下「食糧部会」という。）に報告するとともに、食糧部会においても検証の議論を行ってきました。
この結果、19年産からの新たな需給調整システムへの移行に向けた条件整備等の状況を踏まえ、19年産から農業者･農業者団体の主体的な需給調整システムに移行するとの判断がなされたところです。
　これを受けて、新たな需給調整システムへの円滑な移行が可能となるよう、都道府県、市町村の各段階における協議会等の体制整備及び機能の強化等を早急に進めることにより、新たな需給調整システム下での需給調整の実施に備えることとしています。
図表24 新たな需給調整システムの概要
新たな需給調整システムへの移行の検証に関する検討会
における論点についての検証結果の整理

	主な論点
	主　な　論　点
	備　　　　考

	論点①
　ＪＡ等の生産調整方針作成者が、自らの需要量を客観的な指標等に基づき算定し、客観性、透明性の高い方法で生産目標数量を設定・配分することが可能か。
	・　国からの配分は需要実績を基礎とする客観性・透明性のある算定手法による生産目標数量の設定の実績を着実に積上げ。
・　都道府県段階でも需要に応じた米づくりに向けた客観性・透明性のある生産目標数量の設定手法が拡大。
・　市町村段階でも担い手への重点化、需要先との結びつきの反映等による創意工夫を活かした配分が進展。
・　農業者への生産目標数量の配分については、既にＪＡが何らかの形で関与した配分が定着。
	・　都道府県別の生産目標数量算定時の需要見通しのウェイトの経過
　　16年産米　５割
　　17　〃  　６割
　　18　〃    ９割
・　42の道府県において需要に応じた米づくりや担い手の育成に配慮した配分を実施
・　約25％の市町村段階の協議会において担い手への重点化等の要素を反映して生産者に配分
・　行政ルートのみによる農業者への配分は全体の５％

	論点②
　農業者へ需給や品質評価に関する情報が適切に提供され得るか。
	・　全国段階においては、「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」によるほか、米穀安定供給確保支援機構を中心に需要に応じた米づくりの視点に立った情報提供を実施。
・　ＪＡ段階においても広報誌等を活用した農業者への情報伝達が進展。
	・　各ＪＡから農業者に対して何らかの形で集荷状況や販売状況等に関する情報を伝達している割合
    60％（17年２月）
    95％（18年２月）

	論点③
　協議会が調整機関として機能していくことが可能か。

	・　大規模農業者の多くが地域協議会等の議論に参画して、地域の方針決定過程に参画したいと考えており、地域協議会が、水田農業ビジョンの策定・見直しのみならず、地域の生産調整への取組の基本方針の設定や方針参加農業者への配分の一般ルールの設定等を通じて、ＪＡ等の生産調整方針作成者を適切に支援していくためには、今後、さらに地域協議会における運営の透明性の向上や、合意形成の際の地域の担い手となる農業者の意向の反映を図っていくことが必要。
	・　17年12月に全国稲作経営者会議が実施したアンケート調査(87名回答)によれば、約９割の大規模農業者が地域協議会等の議論への参画を希望
・　大規模農業者の生産調整方針作成者(18年２月末現在:131)のうち地域協議会に参画しているのは34％

	論点④
　生産調整方針作成者を中核として、需要に応じた生産への取組をどのように進めるのか。
	・　生産調整非参加者の相当部分を占める小規模層の農業者については、
　①　農地を担い手に貸し付ける
　②　集落営農に参加する
　③　非土地利用型の高収益作物との組合せや高付加価値型農業を展開する
　等の取組を促進し、併せて生産調整への取組を促していくことが重要。
・　また、大規模層の農業者については、認定農業者への誘導を図るとともに、生産調整方針の作成や地域協議会への参画　を通じて、需給調整の推進や地域の水田農業のあり方についての意見を積極的に取り込んでいくことが必要。
・　平成18年産においては、以上のような担い手の育成・確保と生産調整の的確な推進という観点から、
　①　担い手育成・確保運動と連携した生産調整の実効性の確保
　②　地域水田農業ビジョンの点検・見直しと産地づくり交付金の効果的活用
　③　全生産調整方針作成者の実効ある参画等による地域協議会の機能強化
　等の取組を行政及び農業団体が一体となって進めているところであり、今後、更に、地域において主体的に推進するシステムの下で、担い手の育成・確保と生産調整の的確な推進の取組を加速していくことが必要。
	・　生産目標数量の配分を受けている農業者(17年産：338万人)のうち生産調整参加者は296万人(88％)、生産調整非参加者は42万人(12％)
・　この42万人の規模別内訳（推計）は次のとおりであり、水田農業の全体構造と同様に大半が小規模農業者
      　　人数ベース　　数量ベース

のシェア  　　　のシェア
０～１ha　　　84％ 　　 　　55％
１～３ha  　　13％　 　 　　26％
３～４ha     　1％    　　   5％
４～５ha       1％ 　 　 　　3％
５ha以上       1％ 　　   　12％
・　地域別に集荷円滑化対策に加入していない農業者のうち５ha以上層が占める面積割合(推計)をみると、２割を超えているのは東北及び北陸で、その他の地域はいずれも1割未満
(集荷円滑化対策非加入者のうち５ha以上層の面積のウェイト(推計))
東北29％、北陸33％、関東９％、東海５％、近畿３％、中四国４％、九州３％
・　17年産米において、生産調整への取組が十分行われていないことによると見込まれる全国需給ベースの生産過剰分17万トン（主食用等生産量893万トン）


	主な論点
	主　な　論　点
	
	備　　　　考

	論点⑤
　需要に応じた多様な農業生産が促進され得るか。
	・　全国のほとんどの地域で水田農業ビジョンが策定され、多様な農業生産に取り組まれているところ。さらに、地域水田農業ビジョンは毎年、必要な点検・見直しを実施。
	・　地域水田農業ビジョンは全国で2,227の地域で策定され、米以外の作物の生産拡大・低コスト化、米の高品質化・販売促進、認定農業者の育成等が重点的課題として取り組まれてきている。
・　全ての地域協議会において、地域水田農業ビジョンの自己点検が行われ、その結果は、顕著な達成１％、かなり達成４％、達成43％、概ね達成42％、未達成10％。

	
	
	・　また、16年度から17年度に見直しを行った地域協議会は全体の58％（1,288地域協議会）。このうち見直しに当たり集落や農業者の意向の確認を行った地域協議会は54％

	論点⑥
　水田農業の構造改革が推進され得るか。

	・　地域水田農業ビジョンにおいて担い手を明確化するとともに、担い手育成・確保運動の取組により、新規の認定農業者数も着実に増加。
	・　地域水田農業ビジョンに位置づけられた担い手数は266,883
内訳　

認定農業者 　　　　　　　　116,378
集落型経営体 　　　　　　　　4,648
個別経営体(認定農業者以外) 133,568
法人経営体(認定農業者以外)   1,489
任意組織   　 　　　　　　  10,800


	
	
	
	・　認定農業者全体では、17年４月から18年３月までの間に、18,728件の新規増加があり、この結果18年３月時点で200,842件

	
	
	
	

	論点⑦
　国、地方公共団体の役割はどうなるのか。

	（新たな需給調整システムの下での国や行政の関与）
・　新たな需給調整システム（概要は別添）の下において、国、地方公共団体は、情報提供、協議会への参画等により、引き続き、食糧法に規定された役割を発揮し、農業者・農業者団体の主体的な取組を支援。
（国の支援措置）
・　これまでも、需給調整の実効を図りつつ、地域の創意工夫に基づく地域・農業者の取組を支援するため、①産地づくり対策、②稲作所得基盤確保対策、③担い手経営安定対策、④集荷円滑化対策等を講じ、「地域水田農業ビジョン」を核とした産地づくり・担い手づくりの取組等が進展。
・　平成22年度の「米づくりの本来あるべき姿」の実現に向け、今回、詳細を具体化した米政策改革推進対策等を活用し、地域における担い手の育成・確保の取組と十分連携して、需給調整の実効を着実に推進していく必要。
・　平成19年度以降の米政策改革推進のための支援措置については、「経営所得安定対策等実施要綱」（平成18年７月21日農林水産省省議決定）のとおり。
（新たな需給調整システムへの移行のために明確化しておくべき事項）
・　毎年夏頃に翌年産米の都道府県別の需要の見通しについて、ある程度の情報を提供して欲しいとの生産現場の要請や関係者の事前準備の期間を確保するため、新たな需給調整システムの下での都道府県別の需要量に関する情報の算定の基本的要素について、夏の段階で明確化することが適当であることから、新たな需給調整システムへの移行後、国から都道府県へ提供する都道府県別の需要量に関する情報の内容は、以下により算定した数値とする（本年秋から適用）。
①　各都道府県ごとの過去６年の需要実績のうち最高値と最低値を控除した中庸４年の平均値を、10割のウエイトで、都道府県別の需要見通しの数値として算定
2 豊作その他の要因により各都道府県ごとの前年産米の需要見通しを上回る生産があった場合には、当該過剰生産分を、全国の需給状況を勘案した上で、該当都道府県の需要見通しの数値から控除

③　上記を基本に、技術的細部について食料・農業・農村政策審議会食糧部会の意見を聴いた上で透明性・客観性を持って算定
	・　新たな需給調整システムにおける国、地方公共団体の役割
〇　国は、
①　従来の都道府県別生産目標数量の公表に代わり、全国レベルでの需要見通しの策定、都道府県別の需要量に関する情報の提供
②　ＪＡ等が作成する生産調整方針について、その作成にかかる助言・認定、ビジョンの実現に向けた生産調整方針の運用についての助言・指導、地域の構造改革の促進、構造政策・生産政策を含めた総合的な支援措置の実施
〇　都道府県は、
①　国から情報提供された都道府県別の需要量に関する情報を基に、都道府県協議会の意見を踏まえ、市町村別の需要量に関する情報を提供
②　各地域のビジョンの実現に向けた取組に対する助言・指導
〇　市町村は、
①　都道府県から情報提供された市町村別の需要量に関する情報を基に、地域別の需要量に関する情報を地域協議会に提供
②　地域協議会の構成員として、生産調整方針作成者ごとの需要量に関する情報の算定、方針参加農業者への配分の一般ルール（算定方式）の設定に参画するとともに、ビジョンをＪＡ等と一体となり作成し、その実現に向けた助言・指導




Ⅴ　米の輸入等に関する動向
１　米の輸入の管理・販売状況

①　ミニマム・アクセス米については、全量国家貿易の下、基本的に、政府が全量買い取り、市場の状況を踏まえ、価格等の面で国産米では十分対応し難い用途（主として加工用途）に向けて販売されています（図表25）。
②　販売されなかったミニマム・アクセス米は、国産米とともに援助用途に充てられているほか、新規用途需要等に充当するよう政府が在庫として管理しています。
③　しかしながら、ミニマム・アクセス米の在庫は増嵩し、平成18年３月末現在の持越在庫は203万トンとなっています。
　　このような状況の下、これまで一部を飼料用に販売してきた政府保有国産米のうち、８～11年産米の在庫数量が６月末以降に２万トンを切る見込みとなったことから、本年７月以降、次に古い在庫米である12年度～14年度輸入のミニマム・アクセス米から順次飼料用に販売を開始し、年間30万トン程度を売却していく予定です。
4 ミニマム・アクセス米以外の米の輸入については、枠外税率が課され、実際の輸入数量はごく限られたものとなっています。
図表25　ミニマム・アクセス米の販売状況
（平成７年４月～18年３月末）
資料：農林水産省調べ
　２　ＷＴＯ農業交渉の状況
①　我が国としては、「多様な農業の共存」を基本理念として、食料安全保障の確保、農業の多面的機能等の非貿易的関心事項を適切に反映し、現実的でバランスのとれた貿易ルールが確立されるよう、交渉に取り組んでいます。
②　第４回閣僚会議（ドーハ）で開始された新ラウンド交渉（「ドーハ開発ラウンド」）については、2004年７月末に交渉の大枠となる枠組み合意がなされました。
③　2005年12月の香港閣僚会議の際採択された香港閣僚宣言においては、農業とＮＡＭＡについて、各国共通のルールであるモダリティの基礎となる構造的要素のうち、意見の収れんの見られた内容について整理が行われるとともに、今後のスケジュールについて合意されました。
④　その後、2006年６月末の閣僚級会合において、農業とＮＡＭＡの両交渉議長から6月22日に提示された交渉議長テキストに基づき、集中的な議論が行われましたが、主要国間の見解の隔たりを狭めることができず、合意に至りませんでした。
⑤　こうした中、７月16日、17日にサンクトペテルブルクで行われたＧ８サミットの議長サマリー等において、今後１ヶ月以内のモダリティ合意を促進するため、全ての国が協調して指導力を発揮し、必要な行動をとることとされました。
⑥　これを受け、７月23日及び24日、ジュネーブにおいてＧ６閣僚会合が開催され、集中的な議論が行われましたが、各国の立場の違いは埋まらず、24日の非公式貿易交渉委員会において全分野の交渉を中断（suspend）するとの結論に至りました。
⑦　現時点では、交渉再開の具体的な時期は明らかになっておらず、今後の見通しは立っていない状況にありますが、我が国としては、交渉の進展に向けて、引き続き積極的に寄与しつつ、我が国の主張ができる限り反映され、今次ラウンドが成功裡に終結するよう、取り組んでいきます。

2005年12月香港閣僚宣言（農業）

○　市場アクセス

　・適切な境界値についての合意の必要性を認識しつつ、関税削減方式は先進国・途上国共通の４階層を採用

・関連するすべての要素を考慮に入れ、重要品目の扱いに合意する必要

○　国内支持

・３階層(①ＥＵ、②日本、米国、③その他の国)で高階層ほど大きく定率削減

・貿易歪曲的支持全体の削減は、総合ＡＭＳ(黄の政策)の最終譲許水準、デミニミス(最小限の政策)、青の政策の削減の合計の方が小さくても行われる必要

○　輸出競争

・2013年までにすべての形態の輸出補助金の並行的撤廃及び同等の効果を持つ全ての輸出措置に対する規律を確保

・輸出信用、輸出国家貿易、食料援助に関する規律は、2006年４月末までにモダリティの一部として完成

図表26  ＷＴＯ農業交渉のスケジュール
2004年７月末　    枠組み合意
2005年７月末　    交渉状況の評価
      12月　　    ＷＴＯ第６回閣僚会議（香港）（閣僚宣言の採択）
                  〔12/13～18〕
2006年５月　　　  ＷＴＯ非公式閣僚会合（パリ）〔5/23〕
　　  ６月　　　  農業・ＮＡＭＡモダリティ議長テキストの提示〔6/22〕
　　  ６月末　　  ＷＴＯ閣僚級グリーンルーム会合（ジュネーブ）
　　　　　　　　　 〔6/29～7/1〕
      ７月中旬　  主要国首脳会議（ロシア・ｻﾝｸﾄﾍﾟﾃﾙﾌﾞﾙｸﾞ）
   　 ７月末　　　ＷＴＯＧ６閣僚会合（７／23～24）
　　　　　　　　　ＷＴＯ非公式貿易交渉委員会（７／24）

　　　　　　　　　→全分野の交渉が一時中断


　３　国内産米の輸出について

（１）米の輸出状況
国内産米は、商業用として年間400～500トンが輸出されておりますが、近年、台湾、香港、シンガポール等の東アジア地域において、経済発展を背景に、富裕層が増加し、日本食も普及・定着しつつあることから、同地域に対する国内産米の輸出実績も増加傾向にあり、平成17年度では全体で760トンとなっております（図表27、28）。
（２）米の輸出促進に向けた国の支援体制について
　　米の輸出促進については、全国生産者団体が中心となり、販売を前提とした試食会の開催等、東アジア地域を中心に積極的な取組が行われ、高品質な日本産米が高い評価を受けています（図表29）。
　また、ＪＡ全中・全農は、平成18年６月２日に成田空港第二ターミナル出国手続後の区域に国産農産物販売店舗「ぶらんどＪＡ」をオープンし、海外からの旅行者等に対し、日本産米を中心とした農産物のＰＲ等を行っております。
　このような状況の中で、農林水産省としても、国産農産物の輸出促進を「攻め」の農政の柱の一つとして捉え、生産者団体等による主体的な取組に対する支援を行うこととしており、検疫や通関など輸出先国の制度により輸出阻害要因となっているものについては、相手国に対して必要な改善を要請・折衝しています。
図表27　商業用米穀輸出の主な輸出先国・地域（17年度）
資料:農林水産省調べ
注 ：（　）内は16年度実績である。
図表28　商業用米穀輸出の主な事例（17年度）
資料:農林水産省調べ
図表29　生産者団体等の米輸出の取組状況（17年度）


第２　需給見通し編

Ⅰ　基本指針において提供する需要量に関する情報等の需給情報
１　新たな需給調整システムにおいて国が提供する需給情報
平成19年産から移行する農業者・農業者団体の主体的な需給調整システムにおいては、国、都道府県、市町村のルートによる「生産目標数量」に代わり、国、都道府県、市町村のルートで「需要量に関する情報」を提供し、その情報に基づき、生産調整方針作成者が自らの生産数量目標を決定し、自らの生産調整方針に参加する農業者に配分することになります。
このうち国が提供する需給情報については、本基本指針において記載することとし、その内容については、図表30のとおりとなります。
なお、18年産までの全国及び都道府県別の生産目標数量については、当年産米の作柄が概ね明らかになる11月の基本指針で翌年産米の生産目標数量を決定していたところですが、今般、19年産から農業者・農業者団体の主体的な需給調整システムに移行することから、今後は、国による都道府県別の生産目標数量の策定は行われないこととなります。
図表30　基本指針において提供する需給情報の内容

２　平成19年産以降の都道府県別の需要量に関する情報の算定の考え方

（１）需要実績の採り方
新たな需給調整システム（以下「新システム」という。）における19年産以降の算定については、
①　需要に応じた生産を助長するという本来の目的に照らせば、できるだけ近い時点のデータを用いることが適当であり、現在（６中４）以上に需要実績を把握し、対象年を長く採ることは適当でないこと
②　生産現場の需要に即応した生産への円滑な取組を考慮した場合、需要見通しの算定方法が毎年度変化するようなこととなれば、その取組に支障が出ると考えられ、生産現場の理解という観点からすれば、18年産で採用した６中４が浸透していること
から、６中４で算定することとします。
なお、当該需要実績の採り方６中４については、19年産以降用いる都道府県別の需要量に関する情報の算定方式のルールとして使用していきます。
（２）需要見通しのウエイト
米政策改革における生産目標数量の算定については、平成16年産以降、米づくりのあるべき姿を目指し、需要に応じた米づくりを進める観点から、需要動向を反映した過去の需要実績に基づく需要見通しのウエイトを10割とすることを目指し、これまで、そのウエイトを年々高めてきたところです。
18年産については、そのウエイトを９割まで高めて算定したところであり、19年産以降は、17年７月と11月の基本指針において、需要見通しのウエイトを10割とする検討方向を盛り込んでいるところです。
これらのことから、新システムにおける19年産以降の都道府県別の需要見通しの算定に当たっては、需要見通しのウエイトを10割とすることとします。
なお、当該需要見通しのウエイト10割については、需要実績の採り方６中４と同様、19年産以降用いる都道府県別の需要量に関する情報の算定方式のルールとして使用していきます。
○　16年産からの需要見通しのウエイト及び需要実績の採り方の経過

（３）当年の需要見通しを上回って生産された数量の扱い
新システムにおける19年産以降の都道府県別の需要量に関する情報の算定に当たって、当年の需要見通しを上回って生産された数量の扱いについては、18年産米の都道府県別の生産目標数量の配分の手法と同様に、全国の需給状況を勘案した上で、①豊作による過剰分、②過剰作付けに伴う需要見通しを上回る生産分を、該当都道府県ごとの翌年産米の需要見通しから控除することとします。
なお、当該需要見通しを上回って生産された数量の扱いについては、需要実績の採り方６中４及び需要見通しのウエイト10割と同様、19年産以降用いる都道府県別の需要量に関する情報の算定方式のルールとして使用していきます。 
（４）需要実績の補正方法について
以上の３点（(1)～(3)）が都道府県別の需要量に関する情報の算定の方法についての基本ですが、技術的な細部については、都道府県別の需要実績の補正の仕方の問題があります。
この作況補正を含む需要実績の補正方法については、以上３点の考え方及びこれまでの算定方式との整合性を確保しつつ、客観性・透明性のある方式により対応する方向で、秋に向けて検討することとします。
（参　考）

Ⅱ　平成17/18年(17年７月から18年６月までの１年間）の需要実績
１　需要実績の算出方法
米の需要実績については、新米の出回る前の６月末在庫を起点とし、国内の生産量と在庫量の増減により、前年７月から当年６月までの１年間の期間をもって算出することを基本としています。
２　全国ベースの需要実績
平成17/18年の需要実績（速報値）は図表31のとおりです。　
図表31　平成17/18年の需要実績（速報値）　
　17/18年の需要実績の算出
                                  　　　　　　　　     　 (単位：千トン)
 ①　民間流通米      　　  17年6月末在庫
 　　　の需要実績  　　＝      1,752
                     　　　  水稲収穫量　 区分保管　　加工用米 
　                 　　　　＋   9,062  －　76   －　129
                   　　 　  　政府買入数量 　　18年6月末在庫
                   　　　　－    395　　－　　　1,827
              　　　　 ＝      8,387
 　②　政府米の     　　  17年7月から18年6月までの主食用の販売数量
　　　 需要実績　　　　＝       122
 ③　17/18年需要実績　  民間流通米需要実績　 政府米需要実績
   　    （①＋②）    ＝     8,387      ＋      122
            　         ＝     8,508
   注：ラウンドの関係で計と内訳が合わない場合がある。
Ⅲ　平成18／19年及び19／20年の需要見通し

１　全国ベースの需要見通し（速報値）

　　平成18／19年（18年７月から19年６月までの１年間）及び19／20年（19年７月から20年６月までの１年間）の全国ベースの需要見通しについては、８／９年以降の全国の需要実績を用いてトレンド（回帰式）により算出することとし、その算定結果は図表32のとおりです。

図表32　平成18／19年の需要見通し（速報値）

	平成18／19年
	844万トン

	平成19／20年
	835万トン


Ⅳ　平成18/19年の需給見通し
１　平成18年６月末の在庫量は、６月末在庫調査対象者及び政府が保有する在庫量（速報値）です。
２　生産量は、昨年11月に策定した基本指針で設定した区分出荷の取り組みによる補正後ベースの18年産米の全国の生産目標数量です。
３　需要量については、経済動向等とも密接に関連することから、的確に予測し難い状況となっており、価格動向によっては、流通段階において相当量の在庫の取り崩し或いは積み上げが生じる可能性があり、今後変動があり得ることに留意する必要があります。
４　政府米の買入数量については、昨年11月に策定した基本指針において40万トンと設定したところです。販売数量については、買入数量見合いで40万トンと仮置きしているところですが、これは、今後、18年産米の作柄に応じて必要な見直しを行い、11月の基本指針において改めて設定することとします。
　　なお、回転備蓄の適正かつ円滑な運営を図る観点から、18年７月から19年６月の間の政府米の売買については、実際の販売数量が計画を下回ることが見込まれた場合、計画と販売見込数量との差について、その相当数量を18年産米の政府買入数量から減じることとします。
５　19年６月末の在庫量は、前述の在庫量と需要量の見通しを基に算出した見通しであり、18年産米の作柄が概ね明らかとなる11月基本指針において、必要な見直しを行います。
図表33　平成18/19年の主食用等の需給見通し
（単位：万トン）

	
	全体需給
	

	
	
	うち政府米

	平成18年６月末在庫量
	Ａ
	260
	77

	平成18年産米生産量
	Ｂ
	833
	40

	供　給　量　計
	Ｃ＝Ａ＋Ｂ
	1,093
	117

	需　　要　　量
	Ｄ
	844
	40

	平成19年６月末在庫量
	Ｅ＝Ｃ－Ｄ
	249
	77


参考付録

経営所得安定対策等実施要綱（平成18年７月）（抄）

２ 平成１９年度からの国の支援策
米政策改革を推進するための対策については、水田において米を含めた品目横断的経営安定対策が導入されることに伴い、また、平成１９年産から新たな需給調整システムへ移行することをも踏まえ、需要に応じた生産を促進し、水田農業の構造改革を進める観点から、見直し、再編整理を行う。
（１）産地づくり対策の見直し
地域の特色ある水田農業の展開を図るため、地域の実情に応じて、地域自らが作成する計画に基づいて実施する取組を支援する産地づくり対策について、地域の創意工夫をさらに進める方向で所要の措置を講じる。
本対策の実施期間は、平成１９年度から２１年度までの３ヶ年とする。
①　産地づくり交付金については、地域の実情を踏まえ見直し、高度化された地域水田農業ビジョンの実現に向けて活用されること及び需要に応じた生産を的確に実施することをその交付要件とした上で、最近の米・麦・大豆・飼料作物をめぐる状況、現行対策の実施状況などを踏まえた見直しを行う。
（ア）産地づくり交付金
・　所要の額を対策期間中安定的に交付し、地域の創意工夫により使途や単価を設定するという基本的な仕組みは継続。
・　地域の判断による需要に応じた作物選択を徹底するとともに、担い手を中心とする合理的な土地利用や効率的な営農体制の確立に向けた交付金の活用を促進。
（イ）新需給調整システム定着交付金
新たな需給調整システムの下での円滑な取組に資するため、当面の措置として、都道府県段階の判断により、使途や単価を設定し、地域条件に応じた意欲的な生産調整の取組を推進。
なお、交付金の都道府県配分については、より効果的な活用を促進する観点から、現行対策期間中の麦・大豆・飼料作物等の水田における作物の作付状況、需給調整の実施状況、担い手の育成・確保状況及び直近の米の需要見通しなどを踏まえて行う。
また、（イ）の一定部分については、前年度の水田における作物の作付状況を踏まえ都道府県別配分の見直しを行うものとする。
②　稲作所得基盤確保対策の需要に応じた米の生産を支援する機能は、産地づくり対策と一体化し、新たな産地づくり対策の中のメニューとして、米の産地銘柄ごとの需要に応じた生産を誘導しつつ、担い手への集積を促進するため、当面の措置として、都道府県の設計により、米の価格下落等の影響を緩和するための対策（品目横断的経営安定対策の加入者は対象から除く。）（稲作構造改革促進交付金）を行えるよう措置する。
・　一般部分（４，０００円／１０ａ）
・　担い手集積加算部分（３，０００円／１０ａ）
・　対象面積については、過去の稲得加入面積から品目横断的経営安定対策（収入減少影響緩和対策）の対象に移行すると見込まれる生産者に係る面積を控除した面積を基本に算定するとともに、生産調整参加者の拡大に配慮して所要の面積を上乗せ。
その際、この上乗せ部分の一部については、都道府県段階の判断を踏まえて、産地の需給改善に向けた流通段階の取組に活用可能とする。
（２）集荷円滑化対策の実効性の確保
集荷円滑化対策については、その実効性を確保し、実施する。
・　生産者の拠出を産地づくり対策の交付要件とする。
・　対策加入の促進に向け、１８年度以降の生産者拠出金について、生産者支援金（４，０００円／６０ｋｇ）に充てた後も十分な資金が残る場合には、生産者へ払い戻しを行う。
・　豊作による過剰米を区分保管する措置の枠内で、米穀安定供給確保支援機構の過剰米対策基金からの無利子短期融資（３,０００円／６０ｋｇ）の対象を弾力化する。
なお、このような措置に伴い、担い手経営安定対策及び稲作所得基盤確保対策につ
いては、機能の重複の整理及び構造改革の促進の観点から、品目横断的経営安定対策
の導入に併せ廃止する。
（３）水田の利活用対策等
①　耕畜連携水田活用対策
飼料自給率の向上に向け、水田における効果的な飼料生産振興を図るため、地域自らの提案により生産性の向上や生産コストの低減、作付規模の拡大等飼料生産振興に直結する取組に対する支援を措置する。
②　過去の生産実績がない案件等への対応（再掲（１．の２の（３）））
（４）１９年産事業規模
１，８５０億円程度
（１）の①の対策１，４８０億円程度（対策期間中一定とする。）
（うち（ア）１，３３０億円程度（イ）１５０億円程度）
②の対策２９０億円程度
（２０年産２７０億円程度２１年産２２０億円程度）
（うち生産調整参加者の拡大に配慮した上乗せ部分５０億円程度
（２０年産４５億円程度２１年産４０億円程度））
（２）の対策２６億円程度
（３）の①の対策５０億円程度

資料:全国生産者団体調べ
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○　国内産米の商業用輸出は、台湾、香港、シンガポール等の東アジア地域を中心に増加傾向





資料:農林水産省作成





○　国内の米生産に悪影響を与えないように米の輸入・管理を実施


○　本年７月から飼料用販売を開始





取りまとめ


　19年産以降の米の需給調整については、その条件整備等の状況に関する検証結果の整理として、農業者・農業者団体の主体的な取組に対し、国、地方公共団体が食糧法に定められた役割を引き続き的確に発揮することによりこれを適切に支援しつつ、特に、地域における関係者の積極的な参加の下での地域協議会の体制の整備や担い手の育成・確保との十分な連携を図りながら、「経営所得安定対策等実施要綱」によって推進すべきである。





○　活発な取引を通じて実勢に即した価格が形成され、これにより、売れる米づくりのための的確な市場シグナルが発信されるように取引ルールの大幅な見直しを実施し、18年産米の取引から適用





資料：（財）全国米穀取引・価格形成センター調べ





○　平成17年産米のコメ価格センターにおける全銘柄平均の入札価格は、前年を下回る水準で推移


○　一方、北海道きらら397、ほしのゆめ、魚沼コシヒカリの価格が最近大幅に上昇する等、価格の動向、申込倍率、落札率等において銘柄間の格差が非常に大きいのが特徴


○　入札取引ルールが改正され、上場数量は前年よりも大幅に増加　





資料：農林水産省調べ





○　政府及び民間流通における６月末在庫量は260万トン


○　旧登録卸売業者の月末在庫量は、18年６月末時点で23万トン





資料：農林水産省調べ





1．銘柄を指定する政府買入れ





○　17年産米の政府買入数量は、40万トンの買入予定数量に対し39.5万トン


○　政府米の昨年７月から本年６月までの販売数量は12万トン





資料：全国出荷団体調べ、農林水産省「米麦の出荷又は販売の事業を行う者等の流通状況調査」「生産者の米穀現在高等調査」等を基に作成


　注：1)　⑮、⑯、⑰はそれぞれ平成15、16、17年産の値で、単位は万トンである。


　　　2)　出荷数量は「米麦の出荷又は販売の事業を行う者等の流通状況調査」「生産者の米穀現在高等調査」を基に推計した値である。


　　　3)　17年産の豊作による区分出荷見込数量は区分保管された後、18年11月以降に米穀機構に償還される。





○　平成17年産（うるち米）の単位農協等から全国出荷団体（全農・全集連）への販売委託数量は、５月末現在で417万トン


○　単位農協等による独自販売の取組みは前年と同水準で推移





資料：農林水産省「米穀の品種別作付状況」「米穀の作付見込調査」





○　コシヒカリ等上位20品種の作付シェアの集中傾向は、若干緩和する見込み


○　作業効率等の面から作付集中を緩和する事例が増加








（単位：％）





資料：農林水産省「食料品消費モニター調査」 (平成17年度：平成18年３月調査未定稿、平成16年度、平成15年度）、


「食糧モニター」(平成14年度、平成13年度、平成12年度）





○　4,000円未満の米を購入する消費者が増加傾向


○　ブレンド米および付加価値のついた米の消費が増加傾向





資料：農林水産省「米の消費動向等調査」


注 ：消費量（ｇ）は精米についての値である。





○　米の消費量は、長期的には一貫して減少している中で、最近になって下げ幅の縮小している月もみられるが、引き続き動向を注視していく必要





経営所得安定対策等実施要綱（平成18年７月）（抄）
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元表

		

						平成１６年度 ヘイセイネンド						平成１７年度 ヘイセイネンド

						シンガポール		台湾 タイワン		タイ		香港 ホンコン		タイ		シンガポール		台湾 タイワン

				食品見本市への出店及び主な日本産米ＰＲ活動等 ショクヒンミホンイチシュッテンオヨオモニホンサンマイカツドウトウ								香港国際食品・飲料展 ホンコンコクサイショクヒンインリョウテン		日本食品フェア ニホンショクヒン		日本産米を使った料理教室 ニホンサンマイツカリョウリキョウシツ		お米ギャラリー銀座からの出店によるおにぎり実演販売 コメギンザシュッテンジツエンハンバイ

				実施日 ジッシビ		2004.4.20～23		2004.6.27～20		2004.12.8～12		2005.5.10～13		2005.12.8～11		随時 ズイジ		①2005.11.10～13
②2006. 1.29～31

				会場
 カイジョウ		シンガポール・エキスポ		台北世界貿易センター
 タイペイセカイボウエキ		ｸｨｰﾝ･ｼｷﾘｯﾄ･ﾅｼｮﾅﾙ･
ｺﾝﾍﾟﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ		香港コンベンション・エキシビッションセンター		ｸｨｰﾝ･ｼｷﾘｯﾄ･ﾅｼｮﾅﾙ･
ｺﾝﾍﾟﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ		明治屋内ｷｯﾁﾝｽﾀｼﾞｵ
Ms.Hosoi studio メイジヤナイ		①高島屋日本物産展
②微風広場春節フェア タカシマヤニホンブッサンテンビフウヒロバシュンセツ

				来場者数･販売個数 ライジョウシャスウハンバイコスウ		約37,000名 ヤクメイ		約52,000名 ヤクメイ		約37,000名 ヤクメイ		約29,000名 ヤクメイ		約28,000名 ヤクメイ		約400人 ヤクニン		①約3,000個
②約3,000個 ヤクコ

				試食会など
（会場で炊飯）


 シショクカイ		北海道産「ほしのゆめ」
秋田県産「あきたこまち」
新潟県産「コシヒカリ」

 ホッカイドウサン		北海道産「ほしのゆめ」
山形県産「はえぬき」
新潟県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米）
 ホッカイドウサンヤマガタムアラマイ		北海道産「ほしのゆめ」
宮城県産「ひとめぼれ」
新潟県産「コシヒカリ」
島根県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米） ホッカイドウサンミヤギシマネケンサンムアラマイ		福島県産「ひとめぼれ」
千葉県産「コシヒカリ」
新潟県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米）
 フクシマケンサンチバケンサンムアラマイ		北海道産「ほしのゆめ」
宮城県産「ひとめぼれ」
新潟県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米） ホッカイドウサンミヤギムアラマイ		新潟県産「コシヒカリ」
北海道産「ほしのゆめ」
（いずれも無洗米） ニイガタケンサンホッカイドウサン		北海道産「ほしのゆめ」
山形県産「はえぬき」
新潟県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米）

				販売 ハンバイ

				発売日 ハツバイニチ		2004.10.28		2004.10.5		2004.12.8		2005.5.10～		2004.12.8～		2004.10.28～		2004.10.5～

				取扱銘柄

 トリアツカイメイガラ		北海道産「ほしのゆめ」
秋田県産「あきたこまち」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサン		北海道産「ほしのゆめ」
山形県庄内産「はえぬき」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサンヤマガタショウナイサン		北海道産「ほしのゆめ」
宮城県産「ひとめぼれ」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサンミヤギ		福島県産「ひとめぼれ」
千葉県産「コシヒカリ」
新潟県産「コシヒカリ」 フクシマケンサンチバケンサン		北海道産「ほしのゆめ」
宮城県産「ひとめぼれ」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサンミヤギ		北海道産「ほしのゆめ」
秋田県産「あきたこまち」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサン		北海道産「ほしのゆめ」
山形県産「はえぬき」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサンヤマガタサン

				販売開始後の総輸出数量
 ハンバイカイシゴソウユシュツスウリョウ		16年産　計27トン ネンサンケイ		15年産 計 6トン
16年産 計17トン
 ネンサンケイネンサンケイ		16年産 計7トン
　		16年産 計15トン
17年産 計17トン ネンサンケイ		16年産 計7トン
17年産 計3トン　 ネンサンケイ		16年産 計33トン
17年産 計22トン ネンサンケイネンサンケイ		16年産 計17トン
17年産 計 7トン ネンサンケイネンサンケイ

				価格 カカク		680～850円／kg エン		590～740円／kg エン		790～1,000円／kg エン		900～1,040円／kg エン		790～1,000円／kg エン		680～850円／kg エン		590～740円／kg エン

				※発売日については、当該輸出先国における販売を開始した日。 ハツバイビトウガイユシュツサキコクハンバイカイシヒ



国名

内容



提出

		

				生産者団体等の米輸出の取組状況（１７年度） セイサンシャダンタイトウコメユシュツトリクミジョウキョウネンド

						台湾 タイワン		香港 ホンコン		シンガポール		タイ

				食品見本市への出店及び主な日本産米ＰＲ活動等 ショクヒンミホンイチシュッテンオヨオモニホンサンマイカツドウトウ		お米ギャラリー銀座からの出店によるおにぎり実演販売 コメギンザシュッテンジツエンハンバイ		香港国際食品・飲料展 ホンコンコクサイショクヒンインリョウテン		日本産米を使った料理教室 ニホンサンマイツカリョウリキョウシツ		日本食品フェア ニホンショクヒン

				実施日 ジッシビ		①2005.11.10～13
②2006. 1.29～31		2005.5.10～13		随時 ズイジ		2005.12.8～11

				会場
 カイジョウ		①高島屋日本物産展
②微風広場春節フェア タカシマヤニホンブッサンテンビフウヒロバシュンセツ		香港コンベンション・エキシビッションセンター		明治屋内ｷｯﾁﾝｽﾀｼﾞｵ
Ms.Hosoi studio メイジヤナイ		ｸｨｰﾝ･ｼｷﾘｯﾄ･ﾅｼｮﾅﾙ･
ｺﾝﾍﾟﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ

				来場者数･販売個数 ライジョウシャスウハンバイコスウ		①約3,000個
②約3,000個 ヤクコ		約29,000名 ヤクメイ		約400人 ヤクニン		約28,000名 ヤクメイ

				試食会など
（会場で炊飯） シショクカイ		北海道産「ほしのゆめ」
山形県産「はえぬき」
新潟県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米）		福島県産「ひとめぼれ」
千葉県産「コシヒカリ」
新潟県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米）
 フクシマケンサンチバケンサンムアラマイ		新潟県産「コシヒカリ」
北海道産「ほしのゆめ」
（いずれも無洗米） ニイガタケンサンホッカイドウサン		北海道産「ほしのゆめ」
宮城県産「ひとめぼれ」
新潟県産「コシヒカリ」
（いずれも無洗米） ホッカイドウサンミヤギムアラマイ

				販売 ハンバイ

				発売日 ハツバイニチ		2004.10.5～		2005.5.10～		2004.10.28～		2004.12.8～

				取扱銘柄

 トリアツカイメイガラ		北海道産「ほしのゆめ」
山形県産「はえぬき」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサンヤマガタサン		福島県産「ひとめぼれ」
千葉県産「コシヒカリ」
新潟県産「コシヒカリ」 フクシマケンサンチバケンサン		北海道産「ほしのゆめ」
秋田県産「あきたこまち」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサン		北海道産「ほしのゆめ」
宮城県産「ひとめぼれ」
新潟県産「コシヒカリ」 ホッカイドウサンミヤギ

				販売開始後の
総輸出数量 ハンバイカイシゴソウユシュツスウリョウ		16年産 計17トン
17年産 計 7トン ネンサンケイネンサンケイ		16年産 計15トン
17年産 計17トン ネンサンケイ		16年産 計33トン
17年産 計22トン ネンサンケイネンサンケイ		16年産 計7トン
17年産 計3トン　 ネンサンケイ

				価格 カカク		590～740円／kg エン		900～1,040円／kg エン		680～850円／kg エン		790～1,000円／kg エン

				資料：全国生産者団体調べ シリョウゼンコクセイサンシャダンタイシラ

				注：発売日については、当該輸出先国における販売を開始した日である。 チュウハツバイビトウガイユシュツサキコクハンバイカイシヒ
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17.7ver

		商業用米穀輸出の主な事例（平成16年度）

		輸出先 ユシュツサキ		販売方法等 ハンバイホウホウトウ		現地販売価格 ゲンチハンバイカカク		輸出実績 ユシュツジッセキ		備考 ビコウ

		台湾 タイワン		高齢者向け、日本食高級料理店、おにぎり用、加工米飯等多岐にわたり販売 コウレイシャムニホンショクコウキュウリョウリテンヨウカコウベイハントウタキハンバイ		740円～1,000円／kg エンエン		104トン		新潟県産「コシヒカリ」
栃木県産「コシヒカリ」 ニイガタケンサントチギケンサン		アクティブ（千葉） チバ

		台湾 タイワン		高裕福層向けに百貨店で販売現地での評価は高く、全て完売 タカユウフクソウムヒャッカテンハンバイゲンチヒョウカタカスベカンバイ		700円／ｋｇ エン		9トン		島根県産の減農薬
「ヘルシー元気米」 シマネケンサンゲンノウヤクゲンキコメ		西いわみ農協（島根） ニシノウキョウシマネ

		シンガポ－ル		在留邦人向けに百貨店・ス－パ－等で販売 ザイリュウホウジンムヒャッカテントウハンバイ		370円～1000円／kg エンエン		43トン		新潟県産「コシヒカリ」
秋田県産「あきたこまち」
等 ニイガタケンサンアキタケンサントウ		エッチ・ビィ貿易（兵庫） ボウエキヒョウゴ

		香港 ホンコン		外食産業用及び現地ス－パ－にて販売 ガイショクサンギョウヨウオヨゲンチハンバイ		720円～750円／kg エンエン		18トン		新潟県産「コシヒカリ」 ニイガタケンサン		ティ－ピ－オ－（埼玉） サイタマ

		米国 ベイコク		邦人観光客向けにハワイの百貨店内テナントで販売（おにぎりに加工） ヒャッカテンナイハンバイカコウ		830円～1100円／kg エンエン		11トン		新潟県産「コシヒカリ
(無洗米）」
秋田県産「あきたこまち
（無洗米）」
等 ニイガタケンサンムアラコメアキタケンサンムアラコメトウ		ｼﾛｷﾔｲﾝｺ-ﾎﾟﾚ-ﾃｯﾄﾞ（東京） トウキョウ

		米国 ベイコク		全米主要都市（200店舗）でブランド名「供米ハーベスト」として高級食材等を扱うカタログ、通信販売により販売。 ゼンベイシュヨウトシテンポメイキョウマイコウキュウショクザイトウアツカツウシンハンバイハンバイ		1,500円／kg程度
(105円／ドルで換算) エンテイドエンカンザン		2トン		新潟県産「コシヒカリ」 ニイガタケンサン		サンタトレ－ディング（愛知） アイチ

		※上記は全て平成１６年度（平成１６年４月～平成１７年3月）の輸出数量。 ジョウキスベヘイセイネンドヘイセイネンツキヘイセイネンツキユシュツスウリョウ





17.11ver

		商業用米穀輸出の主な事例（16年度）

		輸出先 ユシュツサキ		販売方法等 ハンバイホウホウトウ		取扱銘柄 トリアツカメイガラ		輸出実績 ユシュツジッセキ		現地販売価格 ゲンチハンバイカカク

		台湾 タイワン		高齢者向け、日本食高級料理店、おにぎり用、加工米飯等多岐にわたり販売 コウレイシャムニホンショクコウキュウリョウリテンヨウカコウベイハントウタキハンバイ		新潟県産「コシヒカリ」
栃木県産「コシヒカリ」 ニイガタケンサントチギケンサン		104トン		740円～1,000円/kg エンエン				アクティブ（千葉） チバ

				富裕層向けに百貨店で販売
（評価は高く、全て完売） フユウソウムヒャッカテンハンバイヒョウカタカスベカンバイ		島根県産の減農薬
「ヘルシー元気米」 シマネケンサンゲンノウヤクゲンキコメ		9トン		700円/ｋｇ エン				西いわみ農協（島根） ニシノウキョウシマネ

		香港 ホンコン		外食産業用及び現地ス－パ－で販売 ガイショクサンギョウヨウオヨゲンチハンバイ		新潟県産「コシヒカリ」 ニイガタケンサン		18トン		720円～750円/kg エンエン

		シンガポ－ル		在留邦人向けに百貨店・ス－パ－等で販売 ザイリュウホウジンムヒャッカテントウハンバイ		新潟県産「コシヒカリ」
秋田県産「あきたこまち」 等 ニイガタケンサンアキタケンサントウ		43トン		800円～1000円/kg エンエン				エッチ・ビィ貿易（兵庫） ボウエキヒョウゴ

		米国 ベイコク		邦人観光客向けにハワイの百貨店内テナントで販売（おにぎりに加工） ヒャッカテンナイハンバイカコウ		新潟県産「コシヒカリ
(無洗米）」
秋田県産「あきたこまち
（無洗米）」     等 ニイガタケンサンムアラコメアキタケンサンムアラコメトウ				830円～1100円/kg エンエン		11トン		ｼﾛｷﾔｲﾝｺ-ﾎﾟﾚ-ﾃｯﾄﾞ（東京） トウキョウ

		※上記は全て平成１６年度（平成１６年４月～平成１７年3月）の輸出数量。 ジョウキスベヘイセイネンドヘイセイネンツキヘイセイネンツキユシュツスウリョウ

				シンガポールでの日本産米の販売価格

				○　エッチ・ビィ貿易より17.10.21聞き取り

				日本からの輸出価格

								価格（円）		数量（ｋｇ）		加重平均価格

				400円～499円				450		11830

				500円～ら599円				550		10350		525

				600円～699円				650		4930

				現地での販売価格は輸出価格の1.5倍程度であるので、

				525×1.5＝788円

				○　ジェトロのコメ市場現地調査

				2003年10月～12月、日系スーパー販売価格

				新潟コシヒカリ				5ｋｇあたり		4731円		946円/ｋｇ

				あきたこまち				〃		4188円		838円/ｋｇ

				以上を踏まえ、販売価格を800円/ｋｇ～1000円/ｋｇとする。





18.3ver

		商業用米穀輸出の主な事例（17年度）

		輸出先 ユシュツサキ		販売方法等 ハンバイホウホウトウ		取扱銘柄 トリアツカメイガラ		輸出実績 ユシュツジッセキ		現地販売価格 ゲンチハンバイカカク

		台湾 タイワン		高齢者向け、日本食高級料理店、おにぎり用、加工米飯等多岐にわたり販売 コウレイシャムニホンショクコウキュウリョウリテンヨウカコウベイハントウタキハンバイ		新潟県産「コシヒカリ」
栃木県産「コシヒカリ」等 ニイガタケンサントチギケンサントウ		110トン		740円～800円/kg エンエン

				富裕層向けに百貨店で販売
（評価は高く、全て完売） フユウソウムヒャッカテンハンバイヒョウカタカスベカンバイ		島根県産の減農薬
「ヘルシー元気米」 シマネケンサンゲンノウヤクゲンキコメ		5トン		700円/ｋｇ エン

		香港 ホンコン		外食産業用 ガイショクサンギョウヨウ		新潟県産「コシヒカリ」
山形産「ゆめごこち」 ニイガタケンサンヤマガタサン		19トン		600円～700円/kg エンエン

		シンガポ－ル		在留邦人向小売及び日本料理用 ザイリュウホウジンムコウリオヨニホンリョウリヨウ		新潟県産「コシヒカリ」
秋田県産「あきたこまち」 等 ニイガタケンサンアキタケンサントウ		28トン		600円～1,200円/kg エンエン

		米国 ベイコク		邦人観光客向けにハワイの百貨店内テナントで販売（おにぎりに加工） ヒャッカテンナイハンバイカコウ		新潟県産「コシヒカリ
(無洗米）」
秋田県産「あきたこまち
（無洗米）」     等 ニイガタケンサンムアラコメアキタケンサンムアラコメトウ				830円～1100円/kg エンエン		11トン





18.7ver 

		商業用米穀輸出の主な事例（17年度）

		輸出先 ユシュツサキ		販売方法等 ハンバイホウホウトウ		取扱銘柄 トリアツカメイガラ		輸出実績 ユシュツジッセキ		現地販売価格 ゲンチハンバイカカク

		台湾 タイワン		高齢者向け、日本食高級料理店、おにぎり用、加工米飯等多岐にわたり販売 コウレイシャムニホンショクコウキュウリョウリテンヨウカコウベイハントウタキハンバイ		新潟県産「コシヒカリ」
栃木県産「コシヒカリ」等 ニイガタケンサントチギケンサントウ		110トン		740円～800円/kg エンエン

				富裕層向けに百貨店で販売
（評価は高く、全て完売） フユウソウムヒャッカテンハンバイヒョウカタカスベカンバイ		島根県産の減農薬
「ヘルシー元気米」 シマネケンサンゲンノウヤクゲンキコメ		5トン		700円/ｋｇ エン

		香港 ホンコン		富裕層向けに高級スーパー等で販売 フユウソウムコウキュウトウハンバイ		新潟県産「コシヒカリ」
秋田産「あきたこまち」 ニイガタケンサンアキタサン		27トン		600円～700円/kg エンエン

		シンガポ－ル		在留邦人向小売及び日本料理用 ザイリュウホウジンムコウリオヨニホンリョウリヨウ		新潟県産「コシヒカリ」
秋田県産「あきたこまち」 等 ニイガタケンサンアキタケンサントウ		30トン		600円～1,200円/kg エンエン

		米国 ベイコク		邦人観光客向けにハワイの百貨店内テナントで販売（おにぎりに加工） ヒャッカテンナイハンバイカコウ		新潟県産「コシヒカリ
(無洗米）」
秋田県産「あきたこまち
（無洗米）」     等 ニイガタケンサンムアラコメアキタケンサンムアラコメトウ				830円～1100円/kg エンエン		11トン
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